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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 20.7 ha

平成 28 年度　～ 平成 32 年度 平成 28 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人 H26 H32

％ H26 H32

人 H26 H32

都道府県名 岐阜県 下呂市 下呂市中心市街地地区

計画期間 交付期間 32

目標1：観光施設の整備により、観光地としての交流や賑わいを取戻す
目標2：地域資源の活用と利便性向上を目指し質の高い観光都市を目指す

・高山下呂連絡道路、濃飛横断自動車道の地域高規格道路の整備が進められており、観光交流の活性化や市民の生活利便性の向上などが期待されている。
・国道４１号、２５６号、２５７号などの幹線道路網が結節する交通の要衝にあり、飛騨圏域南部の拠点地域として位置づけられている。
・飛騨圏域は、県内における観光消費額の総額の約４割近いシェアを占め、宿泊型観光に限れば６割以上に上っており、日本三名泉に数えられる下呂温泉をはじめ県内でも有数の観光拠点と位置付けられている。
・多様な自然、文化、歴史資源に恵まれ、それらを生かした幅広い観光交流等があり、広域交流拠点としての役割を果たすべき地域と位置付けられている。
・人口減少、少子高齢化傾向が続いており、地域活力の減退、財政難などのおそれがある。
・主力産業である観光においては、平成６年の１８７万人をピークに大きく減少している。
・本市の商業について商品販売額でみると、卸売りは近年減少傾向にある。

・各地の温泉や自然文化とともにある観光スポットは下呂市の重要な資産であり、積極的に保全、活用を図ることが求められている。
・森と清流に代表される自然を活かした活力あるまちづくりが求められている。
・減退しつつある地域活力を取り戻すため、観光資源の有効活用等が必要である。
・集約型都市への転換に向けた都市計画の総合的な検証が必要である。
・住民参画型の観光まちづくりのため、住民意識向上のための施策が必要である。
・観光客が集まる抜本的な取り組みや、イベントの開催などを住民とともに検討する必要がある。

「下呂市都市計画区域マスタープラン」
地域の個性を活かし交流と定住を促進する都市施設の整備（下呂-6）

「下呂市都市マスタープラン」
①地域の資源である自然を活かすふるさとづくり
②南飛騨地域の拠点となる交流都市づくり
③将来も安心して生活できる地域づくり

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

105万人

満足度アンケート 観光地としての満足度アンケート
観光客の満足度増により、観光客の底上げを図る

67% 80%

年間宿泊者数 下呂温泉の年間宿泊客数
滞在型の温泉地としての位置づけを一層強化していくため、減少
傾向にある年間宿泊客数の現状維持を目指す。

95万人

35,000人観光交流センター利用者数 観光交流センター利用者数
観光交流センター利用者の増加により、交流人口の増加を図る

29,000人



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

3.　他業種とのタイアップによる魅力の底上げ
・着地型観光の推進のため、アンケート調査、体験プログラム印刷、スマホアプリの開発、ワンストップサービスの構築を行う
・ＪＲ利用者に対して、観光タクシーの観光ルート別運賃制度を活用した着地型旅行商品を造成・販売する実証実験を行う

■基幹事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□提案事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　げろぐるトラベル事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸切タクシー着地型ツアー実証実験

方針に合致する主要な事業
1.　観光施設の整備によるにぎわいの創出
・地域住民や観光客を対象としたイベント広場を整備する
・イベント広場利用者が活用する駐車場を整備する
・旧下呂温泉病院跡地を活用し、駐車場を整備する
・観光交流センターを整備し、環境客の底上げを図る

■基幹事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□提案事業
　イベント広場整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二次交通整備事業（バス）
　イベント広場駐車場整備
　旧下呂温泉病院跡地駐車場整備
　観光交流センター

2.　住民参加による観光交流のまちづくり
・下呂市内のインバウンド向け素材を調査し、それぞれのコンテンツにあったプロモーション方法を調査研究する。合わせて下呂市ブランドの確立方法、
流通等についても調査、研究する

■基幹事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□提案事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下呂市インバウンドプロモーション事業



様式３　目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

道路

道路

道路

道路（都市再構築戦略事業）

公園

公園（都市再構築戦略事業）

古都及び緑地保全事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 （広場） 下呂市 直 7,235㎡ H29 H32 H28 H32 190 190 190

地域生活基盤施設 （駐車場） 下呂市 直 1,860㎡ H29 H29 H29 H29 20 20 20

地域生活基盤施設 （駐車場） 下呂市 直 8,170㎡ H30 H30 H30 H30 100 100 25

高質空間形成施設

高次都市施設 下呂市 直 700㎡ H28 H29 H28 H29 190 190 190

中心拠点誘導施設

生活拠点誘導施設

高齢者交流拠点誘導施設

既存建造物活用事業（中心拠点誘導施設）

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

市街地再開発事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 500 0 500 0 425 …A

提案事業（継続地区の場合のみ記載）

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

下呂市 直 H28 H29 H28 H29 7 7 7

下呂市 直 H30 H31 H30 H30 20 20 20

下呂市 直 H28 H29 H28 H28 8 8 8

下呂市 直 H28 H29 H28 H28 5 5 5

下呂市 直 H28 H29 H28 H29 17 17 17

合計 57 0 57 0 57 …B

合計(A+B) 482
（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

合計 0

交付対象事業費 482 交付限度額 192.8 国費率

事業 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

0.4

交付期間内事業期間
細項目

事業箇所名

イベント広場整備

イベント広場駐車場

旧県立下呂温泉病院跡地駐車場整備

観光交流センター

事業 事業箇所名 事業主体 直／間

住宅市街地
総合整備
事業

規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

下呂温泉街まち歩き推進事業

げろぐるトラベル事業

下呂市インバウンドプロモーション事業

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

二次交通整備事業（バス）

貸切タクシー着地型ツアー実証実験

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費



都市再生整備計画の区域

下呂市中心市街地地区 面積 20.7 ha 区域 下呂市森、幸田、湯之島

下呂市中心市街地地区

（20.7ha)



チェック欄

　１）まちづくりの目標が都市再生基本方針と適合している。 ○

　２）上位計画等と整合性が確保されている。 ○

　１）地域の課題を踏まえてまちづくりの目標が設定されている。 ○

　２）まちづくりの必要性という観点から地区の位置づけが高い ○

　１）目標と指標・数値目標の整合性が確保されている。 ○

　２）指標・数値目標と事業内容の整合性が確保されている。 ○

　３）目標及び事業内容と計画区域との整合性が確保されている。 ○

　４）指標・数値目標が市民にとって分かりやすいものとなっている。 ○

　５）地域資源の活用はハードとソフトの連携等を図る計画である。 ○

　１）十分な事業効果が確認されている。 ○

　２）事業連携等による相乗効果・波及効果が得られるものとなっている。 ○

　１）まちづくりに向けた機運がある。 ○

　２）住民・民間事業者等と協力して計画を策定している。 ○

　３）継続的なまちづくりの展開が見込まれる。 ○

　１）計画の具体性など、事業の熟度が高い。 ○

　２）交付期間中の計画管理（モニタリング）を実施する予定である。 ○

　３）計画について住民等との間で合意が形成されている。 ○

社会資本整備総合交付金チェックシート
（都市再生整備計画事業等タイプ）

下呂市中心市街地地区  　事業主体名：下呂市

Ⅰ．目標の妥当性

①都市再生基本方針との適合等

②地域の課題への対応

Ⅱ．計画の効果・効率性

③目標と事業内容の整合性等

④事業の効果

Ⅲ．計画の実現可能性

⑤地元の熱意

⑥円滑な事業執行の環境


